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関係各位 
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CSR 委員会 

 

責任ある企業行動推進セミナー  

「皆で考えるビジネスと人権」開催のご案内 

 

拝啓 時下ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。 

平素は当会の諸事業に対し、格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。 

欧米を中心とする各国では、企業の CSR 調達や情報開示を求める法制化が進んでおり、日本において

も、2022 年 9 月に「責任あるサプライチェーン等における人権尊重のためのガイドライン」が策定さ

れ、企業に求められる具体的な取組みの内容が示されました。 

弊会 CSR 委員会ではこれまで、中小企業の皆様を含む企業における人権尊重の取組みを支援するための

セミナーを開催して参りました。このたび、中小企業の皆様に更に理解を深めていただくために、全国社

会保険労務士会連合会ならびに ILO 駐日事務所のご協力のもと、「ビジネスと人権」（BHR）推進社労士と

してご活躍の社労士を講師にお迎えし、「ビジネスと人権（人権デユー・ディリジェンス）」に関するセミ

ナーを開催いたします。 

本セミナーの講演１では、「ビジネスと人権」について、背景や概要のほか、重要性・必要性等について

皆様に分かり易くご説明いただき、講演 2 では、電機・電子業界の CSR 部門出身の BHR 推進社労士から

中小企業に対する取り組み支援についてお話いただきます。「ビジネスと人権」は、大企業だけではなく中

小企業も含めたサプライチェーン全体で取り組む課題であることを踏まえて、是非多くの関係各位に本セ

ミナーにご参加いただき、自社およびサプライチェーンにおける取組み推進の一助としていただければ幸

いです。 

                                             敬具 

記 

1. 開催概要 

◆ 日時：2024 年 3 月 25 日（月）15:00～16:30 

◆ 実施方法：ウェビナー（Zoom 使用予定） 

◆ 主催： 一般社団法人 電子情報技術産業協会 CSR 委員会 教育・啓発タスクフォース 

◆ 協力： ILO 駐日事務所 / 全国社会保険労務士会連合会 

◆ 参加費： 無料 

◆ 対 象： 中小企業の皆様を中心に、大企業の方などどなたでもご参加頂けます。 

 

◆ プログラム： ※都合により予告なく変更になる場合があります。 

(1) 開会 

(2) ILO 駐日事務所より BHR 社労士の取組み紹介（5 分） 

      講師：ILO 駐日事務所 アジアにおける責任あるバリューチェーン構築 

プログラム・コーディネーター 小林 有紀氏 
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(3) 講演 1：「大企業だけでない！『ビジネスと人権』への取り組みが必要な理由(仮題）」      

 （約 40 分 / 質疑 10 分程度） 

      講師：全国社会保険労務士会連合会「ビジネスと人権」部会委員 

 薦田 勉氏 

 

   (4) 講演２：「『ビジネスと人権』中小企業に対する取り組み支援（仮題）」 

       （約 20 分 / 質疑 5 分程度） 

               講師：全国社会保険労務士会連合会「ビジネスと人権」（BHR）推進社労士  

袴田 淑子氏 

                   

(5) 閉会 

 

2. お申込み方法等 

・下記 URL に掲載の「申込フォーム」に必要事項をご記入の上、送信してください。 

お申込み内容の確認後、折り返し「申込完了メール」が自動送信されます。 

・オンラインの接続 URL は、申込完了メールに記載されています。 

・お申込み URL：https://us06web.zoom.us/webinar/register/WN_K7gZ75m8S8SJup8H74fI5g 

・申込〆切：2024 年 3 月 24 日（日）17 時 

・講師にご質問等ございましたら、申込フォームの「質問とコメント」にご記載ください。 

  

※「申込完了メール」が届かない場合は、下記事務局までメールにてご連絡ください。 

メールが届かなくても受付が完了している場合があります。 

   

 

3. 本セミナーに関する問合せ先 

一般社団法人 電子情報技術産業協会 政策渉外部（國
くに

場
ば

、飯生
いいのう

、岩上
いわがみ

） 

E-mail: policy2@jeita.or.jp 

以上 


